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研究成果の概要（和文）：本研究では、多言語化・多文化化する教育現場において全ての児童の複言語能力の育
成に必要となる教員の知識・態度・技能を検討し、特に現職教員研修あるいは大学院レベルでの教員養成プログ
ラムによる教員（候補者）の資質能力の変容を目指した。特に、言語使用・習得・教育に対する教員の意識や価
値観を変えることが最も重要であることが明らかになってきた。なお、現職教員については、態度変容だけでな
く、その後の教育実践に研修の効果がどのように現れるのかを具体的に検証した。

研究成果の概要（英文）：This study depicts teachers' abilities, attitudes and awareness that are 
necessary for the teaching to promote children's plurilingual competence.  First, we clarified a 
questionnaire survey that  (1) many primary school teachers are under a misconception about 
bilingualism, language learning and acquisition of their students, (2) many of them would agree to 
deal with the minority children’s languages in their teaching but it is not necessarily for their 
language acquisition but rather the majority's human rights education and/or intercultural 
understanding and (3)Japanese language, both as a language for schooling and as a subject, has a 
special status in teachers’ attitudes to language education.  Second, considering their attitudes 
and awareness, we designed and implemented a workshop to make them feel inclined to adopt 
plurilingualism in their teaching.  Third, we examined how they changed their attitudes and beliefs 
through the workshop and their teaching practices afterwards.

研究分野：外国語教育
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様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

１．研究開始当初の背景	
	
	 1980 年代英国の言語教育において、識字問
題を含む英語教育と外国語教育の改革の必
要性から「言語意識（Language	Awareness）」
という概念が提案された（例えば、Hawkins,	
E.(1984)Awareness	 of	 Language:	 An	
Introduction.	Cambridge:CUP）。「言語意識」
は、言語の地理的、文化的背景との関係やそ
の多様性への開かれた「態度」と言語の構造
や機能などを意識化する「能力」（メタ言語
能力）との 2つの側面を持ち、それらを高め
ることが、母語教育と外国語教育とを架橋し、
言語能力の育成に繋がるとされている。英国
発祥のこの概念は、欧州評議会の複言語・複
文化主義と結びつき、現在に至るまで多くの
研究・教育実践が報告されてきている（例え
ば 、 Candelier,	 M.(ed.)	 (2004)Janua	
Linguarum—The	 gateway	 to	 languages.	
Strasbourg:	Council	of	Europe）。	
	 近年日本においては、日本人の言語能力の
低下（文部科学省「PISA2003 年度調査」等）
や英語能力の低さ（TOEFL1999 年スコア・ア
ジア最下位）が大きな問題となり、学校教育
における言語教育に関する多様な議論がな
されてきた。その結果、平成 20 年改訂の小
学校学習指導要領においては、教科横断的な
言語能力の育成が重視されると共に、英語を
原則とする外国語活動が必修化されている。
さらに、平成 29 年に公示された次期小学校
学習指導要領では、必修としての外国語活動
は中学年で、新たな必修教科としての外国語
が高学年で導入されることとなった。小学校
における活動及び教科としての外国語も
中・高等学校のそれと同様英語が原則である
ことに変わりはなく、初等中等教育を通じて、
英語運用能力育成を外国語教育における最
優先課題とする傾向がますます強くなって
きていると言えよう。	
	 その一方で、公教育での言語教育に関わる
問題として、日本語指導が必要な児童生徒へ
の対応が指摘されている。例えば、2012 年 8
月に発表された中教審答申「教職生活の全体
を通じた教員の資質能力の総合的な向上方
策について」の教員免許制度改革の方向性と
して示された基礎、一般、専門免許状の内、
専門免許状の一分野として「外国人児童生徒
教育」が挙げられている。日本の学校に在籍
するこれら外国人児童生徒の背景言語はブ
ラジルポルトガル語、中国語、フィリピノ語
スペイン語などアジアや南米の言語を中心
に多様化しており、日本語支援と同時に多様
な言語への対応も求められることは明らか
であろう。	
	 こうした背景の中で、申請者は、国際理解
教育とりわけ多言語・多文化共生の視点から
の小学校言語活動の研究と実践とを数年来
続けてきている（2004－2007 年度科研費「地
域の特性に応じた、国際理解教育と外国語教
育との統合カリキュラム開発」、2006 年度日

本教育大学協会研究支援経費「公立小学校と
の連携に基づく小学校英語及び国際教育担
当教員養成カリキュラムと実習プロトタイ
プの構築」、2009−2012 年度科研費「言語意
識・多言語活動のための教材、カリキュラム
及び教員研修プログラムの構築」、2011−2013
年度科研費（代表：山西優二）「多言語・多
文化教材の開発による学校と地域の連携構
築に向けた総合的研究」など）。これまで、
言語意識活動や多言語活動など児童の複言
語能力を高めるための教材やカリキュラム
の開発や教員研修の実施などで一定の成果
を示すことができたが、言語的少数派児童を
含む全ての児童の言語能力を育成する実践
を行うために必要な教員の資質能力そのも
のを研究対象とはしなかった。教材やカリキ
ュラムを提示し、その使い方の研修を実施す
ることにより、どのような教員でも実践があ
る程度可能になることを想定していたから
である。しかしながら、児童の言語能力向上、
外国語活動実践、言語的少数派児童への対応
などに関心のある教員と接する中で、単に教
材の使い方を示すだけでは必ずしも充分で
はなく、こちらが意図した効果が挙げられる
教育実践を行うためには特殊な知識・態度・
技能の育成が必要であると感じるに至った。
すなわち、多言語教育あるいはそれと関連す
る多文化教育について教員が持つべき資質
能力を明らかにすることが新たな課題とし
て浮上してきたのである。	
	
２．研究の目的	
	
	 以上の、言語を取り巻く国内外の状況、そ
れに関わる申請者のこれまでの研究成果と
課題を踏まえ、本研究では、(1)多言語化・
多文化化する教育現場において全ての児童
の複言語能力の育成に必要となる教員の力
量（知識・態度・技能など）を検討、抽出、
(2)現職教員研修あるいは大学院レベルでの
教員養成プログラムによる教員（候補者）の
資質能力の変容を分析し、(3)特に現職教員
については、その後の教育実践への研修の効
果を明らかにすることを目的とする。	
	 その過程において以下の手順を踏みつつ
段階的に教員の実態を把握する必要がある。	
（1）日本の小学校教員の言語（教育）に関
わる意識・能力	
	 新学習指導要領において言語能力の育成
が重視され、外国語活動も導入されているこ
とから、小学校教員は当然言語教育に対する
意識は高くなっていることが想像されるが、
そもそも彼らはどのような言語観を持って
いるのか、外国語を含む言語能力をどの程度
有するのか、特に学校教育現場における多言
語・多文化状況や言語的少数派児童の言語習
得に関する彼らの知識や態度はどの程度か
などを質問紙票調査等により明らかにする。	
（2）海外の小学校教員の言語（教育）に関
わる意識・能力	



	 日本と比較して言語的・文化的多様性の程
度は異なるが、主として複言語・複文化能力
育成を学校における言語教育の目標とする
欧州の諸地域の教員の言語意識や言語能力
に関する調査を行う。特に、フランス、ギリ
シャにおいて複言語主義に基づく言語教育
及び教員研修が行われている地域を予定し
ている。	
（3）欧州の事例を参考にした教員研修（ワ
ークショップ）の実施とその効果の分析	
	 上記フランス、ギリシャなどの地域の教員
研修プログラムを調査し、日本の文脈に合わ
せて修正、実施し、その効果を測定する。そ
の際、具体的にどのような資質能力が伸びた
のかを明らかにする。	
（4）教員研修あるいは大学院における授業
後の教員の実践についての調査	
	 教員研修後に教育現場で多言語活動など
を実施できる場合に限られるが、研修で身に
つけた資質能力がどのようにまたどの程度
実践に生きているかに関して、追跡調査を通
じて明らかにする。	
	
３．研究の方法	
	
	 最終的な目的に至るまでの上記の(1)から
(4)の小目標を達成する具体的な方法は以下
の通りである。	
（1）に関して	
	 小学校教員の言語（教育）に関する意識や
能力の現状に関する先行事例について主に
欧州（ギリシャ、フランスなど）に訪問調査
を行い、日本の小学校教員の意識や能力の調
査に使用できる資料を入手するとともに、日
本の文脈に合わせ調査項目等を調整する。作
成された調査票を用いて、小学校教員研修等
の機会を利用し、調査を行う。	
（2）に関して	
	 欧州諸国で多言語活動に関する教員研修
を実施している組織や研究者の訪問や学会
への参加を通して、研修プログラムの内容・
方法・評価の資料を収集する。可能であれば
研修を受けた教員の授業観察も実施する。	
（3）に関して	
	 日本の教員の現状分析、欧州の教員研修調
査に基づき、教員研修（養成）プログラムを
計画、実施し、振り返りシート等で教員の資
質能力の変容を調査する。	
（4）に関して	
	 可能であれば、研修を受けた教員を訪問し、
その授業実践観察を通して、資質能力の検証
を行う。	
	
４．研究成果	
	
	 上記の 4 点に関し、以下簡潔にその成果に
ついて述べる。	
(1)2013 年度にギリシャ（テッサロニキ）及
び台湾（台北、彰化市）を訪問し、複言語能
力育成のための教員研修及び教育実践の調

査を行った。ギリシャと日本との比較研究の
成果は、2014 年 EDiLiC 第 5 回国際大会（フ
ランスレンヌ）においてアルギロ・ムチドゥ
氏と発表したが、その際の議論により、ギリ
シャでの教員研修の在り方を日本の文脈で
実施することの困難さが明らかになった。ま
た、ムチドゥ氏や同じく研究協力者の古石篤
子氏らとともに日本国際理解教育学会の
2014 年大会において、シンポジウムを開催し、
複言語主義に基づく外国語教育の意義や課
題を整理しつつ、今後日本における導入の可
能性を探った。台湾の調査では、外国語教育
自体は教員養成も含め先進的な事例はある
ものの複言語主義が充分認知されていない
ことが判明した。	
(2)教員研修プログラムに関わっては、研究
協力者であるフランス（ストラスブール）の
クリスティーヌ･エロー氏、アンドレア・ヤ
ング氏との検討を重ね、2015 年 8 月に二人を
日本に招き、日本の主として小学校の言語教
員を対象に国際ワークショップを開いた。そ
の際のプログラム（教材、方法、評価）は研
究協力者の彼らがストラスブールでこれま
で教員研修に用いたものを日本に合わせて
再構築したものであり、その内容については
吉村・ヤング（2016）で詳しく紹介した。	
(3)教員研修の成果については、上記のワー
クショップにおける教員の意識の変化を分
析し、最終的なまとめは、エロー氏、ヤング
氏とともに、ロペス&スフルア編(2018)の書
籍の章の一つとして出版予定である。	
(4)研修後の教員の事後調査については、ワ
ークショップ参加者の一人が既に自身の実
践において複言語能力育成のための授業を
単元として実施しており、ワークショップ自
体が当該教員にもたらした変化を現在分析
しているところである。現時点で指摘できる
当該教員の資質・能力としては、教員自身の、
複言語能力、複数の言語使用経験に基づく言
語意識、言語習得に関わる知識・信念などが
挙げられる。もちろんその前提として、担当
教科において柔軟な単元計画を立てたり、多
様な方法論を応用して授業を実践できたり、
教科横断的にカリキュラムマネージメント
ができるなど、教員としての一般的能力の高
さがあり、ワークショップへの参加を通して、
自身の教育実践に新たな視点や方法を導入
できる自信を深めたと考えられる。	
	 以上(1)から(4)の観点から、本研究がどの
ように進められてきたかを簡単に述べたが、
全体として明らかになってきた点をいくつ
か指摘しておきたい。	
	 まず、日本の文脈における複言語主義の認
知の困難さである。日本の教育現場も近年多
言語化・多文化化が着実に広まりつつあるも
のの、英語一極集中の外国語教育政策が強力
に推進されており、特に小学校教員は児童や
自分自身の英語能力を伸ばすことが専らの
関心事であり、複言語能力という概念を日本
に即したものとはとらえない傾向が見られ



る。また、言語使用・学習・習得についての
教員の知識や信念として、児童が早期から目
標言語に接し、繰り返しなどの口頭練習で習
得ができるという考え方が根強いと思われ
る。	
	 次に、複言語主義を受け入れ、それに基づ
く授業を実践する教員に必要な資質能力と
して挙げられるのは、教材の理解、授業構成
力、児童生徒理解、評価の知識など一般的に
教員に求められる力量はもちろんだが、自分
自身が言語的マイノリティーとなり複数の
言語をある程度習得した経験を持つこと、言
語や文化あるいはその多様性に対する興味
関心が高いこと、言語教育や政策に関して批
判的な振り返りができることなどであろう。	
	 最後に、現在の英語中心の言語教育政策の
大きな流れの中で、あえて複言語能力育成の
実践に教員を向かわせることが可能かどう
かという点である。教員自身の複数言語習得、
言語使用の経験が前提ではあるが、上記のワ
ークショップの結果からわかるように、実際
に行動に結びつけることは可能である。その
際、まず知識として世界や日本の言語状況、
個人の言語能力・使用・習得の実態を理解さ
せること、そして方法として、自身の授業実
践に使用可能であると感じるような教材を
体験させること、個人また集団で言語教育の
在り方や自分自身の教育実践を批判的に振
り返る活動を入れることが重要であろう。	
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